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○参考資料



報告案件第4-9号

都市計画法第３４条第１４号及び同法施行令
第３６条第１項第３号ホに関する判断基準

の改正について



国の動き

河川堤防の整備等のハード対策に加え、「災害ハザードエリア」
における開発の抑制が重要なため、都市計画法を改正

都市計画法の改正（R2.6公布・R4.4施行）

（現行） 「市街化調整区域（市街化を抑制すべき）」においても、
市街化を促進するおそれがなく、市街化区域内で行うことが
困難又は不適当なものとして、地方公共団体が条例で区域等を
指定すれば、市街化区域と同様に開発が可能

↓

（改正） 開発が可能な区域から、
災害レッドゾーン及び浸水ハザードエリア等の除外を徹底

【法34条12号】

技術的助言（R3.4発出）

●開発審査会の議を経て許可する案件についても、改正の趣旨を踏まえ、
法34条12 号と同様の対策の実施を求める

【法34条14号】

近年、全国各地で自然災害が頻発し、甚大な被害が発生

平成30年7月豪雨による土砂被害
令和元年東日本台風（第19号）
による浸水被害

背景

市街化調整区域内の災害リスクの高いエリアにおける開発許可制度の厳格化

～都市計画法及び都市計画法施行令の改正～





都市計画法 新旧対照表

改正前 改正後

第３４条 前条の規定にかかわらず、市街化調整区域に係
る開発行為（主として第二種特定工作物の建設の用に供
する目的で行う開発行為を除く。）については、当該申
請に係る開発行為及びその申請の手続が同条に定める要
件に該当するほか、当該申請に係る開発行為が次の各号
のいずれかに該当すると認める場合でなければ、都道府
県知事は、開発許可をしてはならない。
一～十 （略）
十一 市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的
社会的諸条件から市街化区域と一体的な日常生活圏を
構成していると認められる地域であつておおむね五十
以上の建築物（市街化区域内に存するものを含む。）

が連たんしている地域のうち、政令で定める基準に従
い、都道府県（指定都市等又は事務処理市町村の区域
内にあつては、当該指定都市等又は事務処理市町村。
以下この号及び次号において同じ。）の条例で指定す
る土地の区域内において行う開発行為で、予定建築物
等の用途が、開発区域及びその周辺の地域における環
境の保全上支障があると認められる用途として都道府

県の条例で定めるものに該当しないもの
十二 開発区域の周辺における市街化を促進するおそれ
がないと認められ、かつ、市街化区域内において行う
ことが困難又は著しく不適当と認められる開発行為と
して、政令で定める基準に従い、都道府県の条例で区
域、目的又は予定建築物等の用途を限り定められたも
の

第３４条 前条の規定にかかわらず、市街化調整区域に係
る開発行為（主として第二種特定工作物の建設の用に供
する目的で行う開発行為を除く。）については、当該申
請に係る開発行為及びその申請の手続が同条に定める要
件に該当するほか、当該申請に係る開発行為が次の各号
のいずれかに該当すると認める場合でなければ、都道府
県知事は、開発許可をしてはならない。
一～十 （略）
十一 市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的
社会的諸条件から市街化区域と一体的な日常生活圏を構
成していると認められる地域であつておおむね五十以上
の建築物（市街化区域内に存するものを含む。）が連た

んしている地域のうち、災害の防止その他の事情を考慮
して政令で定める基準に従い、都道府県（指定都市等又
は事務処理市町村の区域内にあつては、当該指定都市等
又は事務処理市町村。以下この号及び次号において同
じ。）の条例で指定する土地の区域内において行う開発
行為で、予定建築物等の用途が、開発区域及びその周辺
の地域における環境の保全上支障があると認められる用

途として都道府県の条例で定めるものに該当しないもの
十二 開発区域の周辺における市街化を促進するおそれ
がないと認められ、かつ、市街化区域内において行うこ
とが困難又は著しく不適当と認められる開発行為として、
災害の防止その他の事情を考慮して政令で定める基準に
従い、都道府県の条例で区域、目的又は予定建築物等の
用途を限り定められたもの



都市計画法施行令 新旧対照表

改正前 改正後

（法第三十四条第十一号の土地の区域を条例で指定する場合の基準）

第二十九条の八 法第三十四条第十一号（法第三十五条の二第四項において準

用する場合を含む。）の政令で定める基準は、同号の条例で指定する土地の

区域に、原則として、第八条第一項第二号ロからニまでに掲げる土地の区域

を含まないこととする。

（平一三政九八・追加、平一六政三九九・旧第二十九条の六繰下、

平一八政三五〇・旧第二十九条の七繰下・一部改正）

（開発許可をすることができる開発行為を条例で定める場合の基準）

第二十九条の九 法第三十四条第十二号（法第三十五条の二第四項において準

用する場合を含む。）の政令で定める基準は、同号の条例で定める区域に、

原則として、第八条第一項第二号ロからニまでに掲げる土地の区域を含まな

いこととする。

（平一三政九八・追加、平一六政三九九・旧第二十九条の七繰下、

平一八政三五〇・旧第二十九条の八繰下・一部改正）

（参考）第8条第1項第2号ロからニ

ロ 溢(いつ)水、湛(たん)水、津波、高潮等による災害の発生のおそれの

ある土地の区域

ハ 優良な集団農地その他長期にわたり農用地として保存すべき土地の区

域

ニ 優れた自然の風景を維持し、都市の環境を保持し、水源を涵(かん)養

し、土砂の流出を防備する等のため保全すべき土地の区域

（法第三十四条第十一号の土地の区域を条例で指定する場合の基準）

第二十九条の九 法第三十四条第十一号（法第三十五条の二第四項において準

用する場合を含む。）の政令で定める基準は、同号の条例で指定する土地の

区域に、原則として、次に掲げる区域を含まないこととする。

一 建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第三十九条第一項の災害危

険区域

二 地すべり等防止法（昭和三十三年法律第三十号）第三条第一項の地すべ

り防止区域

三 急傾斜地崩壊危険区域

四 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平

成十二年法律第五十七号）第七条第一項の土砂災害警戒区域

五 特定都市河川浸水被害対策法（平成十五年法律第七十七号）第五十六条

第一項の浸水被害防止区域

六 水防法（昭和二十四年法律第百九十三号）第十五条第一項第四号の浸水

想定区域のうち、土地利用の動向、浸水した場合に想定される水深その他

の国土交通省令で定める事項を勘案して、洪水、雨水出水（同法第二条第

一項の雨水出水をいう。）又は高潮が発生した場合には建築物が損壊し、

又は浸水し、住民その他の者の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれ

があると認められる土地の区域

七 前各号に掲げる区域のほか、第八条第一項第二号ロからニまでに掲げる

土地の区域

（平一三政九八・追加、平一六政三九九・旧第二十九条の六繰下、平

一八政三五〇・旧第二十九条の七繰下・一部改正、令二政三三七・旧

第二十九条の八繰下・一部改正、令三政二九七・一部改正）

（開発許可をすることができる開発行為を条例で定める場合の基準）

第二十九条の十 法第三十四条第十二号（法第三十五条の二第四項において準

用する場合を含む。）の政令で定める基準は、同号の条例で定める区域に、

原則として、前条各号に掲げる区域を含まないこととする。

（平一三政九八・追加、平一六政三九九・旧第二十九条の七繰下、平

一八政三五〇・旧第二十九条の八繰下・一部改正、令二政三三七・旧

第二十九条の九繰下・一部改正）



堺市都市計画法に基づく市街化調整区域内における開発行為等の許
可に関する条例 新旧対照表

改正前 改正後

（法第３４条第１２号の条例で定める
開発行為に係る区域）

（法第３４条第１２号の条例で定める
開発行為に係る区域）

第３条 法第３４条第１２号の条例で
定める開発行為に係る区域は、市街化
調整区域（開発行為の目的が次条第６
号に規定するものの場合は、規則で定
める既存集落の区域）の全域とする。
ただし、政令第８条第１項第２号ロか
らニまでに掲げる土地の区域として規
則で定めるものを除くものとする。

第３条 法第３４条第１２号の条例で
定める開発行為に係る区域は、市街化
調整区域（開発行為の目的が次条第６
号に規定するものの場合は、規則で定
める既存集落の区域）の全域とする。
ただし、政令第２９条の９第１号から
第６号までに掲げる区域及び同条第７
号に掲げる区域として規則で定める区
域を除くものとする。



改正前 改正後

（法第３４条第１２号の規定に基づく開発

許可の除外区域）

（法第３４条第１２号の規定に基づく開発

許可の除外区域）

第４条 条例第３条ただし書の規則で定める

ものとは、次のとおりとする。

第４条 条例第３条ただし書の規則で定める

区域は、次に掲げる土地の区域とする。た

だし、開発区域及びその周辺の地域（法第

４３条第１項の許可にあっては、当該許可

に係る建築物又は第一種特定工作物及びそ

の周辺の地域）の状況等により支障がない

と認められる区域を除く。

(1) 法第９条第２１項の風致地区 (1) 法第９条第２２項の風致地区

(2) 農業振興地域の整備に関する法律（昭

和４４年法律第５８号）第８条第２項第

１号に規定する農用地区域

(2) 農業振興地域の整備に関する法律（昭

和４４年法律第５８号）第８条第２項第

１号に規定する農用地区域

(3) 農業振興地域の整備に関する法律第８

条第２項第４号、第４号の２若しくは第

６号に規定する施設又は同項第５号に掲

げる事項のための施設の用に供される土

地の区域

(3) 農業振興地域の整備に関する法律第８

条第２項第４号、第４号の２若しくは第

６号に規定する施設又は同項第５号に掲

げる事項のための施設の用に供される土

地の区域

(4) 農地法（昭和２７年法律第２２９号）

第４条第２項第１号ロの規定に該当する

農地の区域

(4) 農地法（昭和２７年法律第２２９号）

第４条第６項第１号ロに規定する良好な

営農条件を備えている農地として政令で

定めるもの

(5) 災害防止のため保全すべき次に掲げる (5) 砂防法（明治３０年法律第２９号）

堺市都市計画法に基づく市街化調整区域内における開発行為等の許可に関する条例施行規則
（平成１４年規則第５１号）新旧対照表



土地の区域

ア 砂防法（明治３０年法律第２９号）第２

条の規定により指定された砂防指定地

第２条の規定により指定された砂防指定地

(6) 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第

５４条第１項に規定する河川保全区域

イ 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３

０号）第３条第１項の規定により指定された

地すべり防止区域

ウ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関す

る法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第

１項の規定により指定された急傾斜地崩壊危

険区域

エ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防

止対策の推進に関する法律（平成１２年法律

第５７号）第６条第１項の規定により指定さ

れた土砂災害警戒区域及び同法第８条第１項

の規定により指定された土砂災害特別警戒区

域

(6) 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４

号）第９３条第１項に規定する周知の埋蔵文

化財包蔵地等で保全を必要とする区域

(7) 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４

号）第９３条第１項に規定する周知の埋蔵文

化財包蔵地等で保全を必要とする区域

(7) 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）

第２条第１号に規定する自然公園の区域

(8) 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）

第２条第１号に規定する自然公園の区域

(8) 近畿圏の保全区域の整備に関する法律（昭

和４２年法律第１０３号）第５条第１項の規

定により指定された近郊緑地保全区域

(9) 近畿圏の保全区域の整備に関する法律（昭

和４２年法律第１０３号）第５条第１項の規

定により指定された近郊緑地保全区域

(9) 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２ (10) 森林法(昭和２６年法律第２４９号)第２

堺市都市計画法に基づく市街化調整区域内における開発行為等の許可に関する条例施行規則
（平成１４年規則第５１号）新旧対照表

改正前 改正後



５条第１項の規定により指定された保安林又

は同法第２９条の規定により通知された保

安林予定森林の区域及び同法第４１条第１

項の規定により指定された保安施設地区

５条第１項又は第２５条の２第１項の規定に

より指定された保安林(同法第２９条の規定

により通知された保安林予定森林を含む。)

の区域及び同法第４１条第１項の規定によ

り指定された保安施設地区(同法第４４条に

おいて準用する同法第２９条の規定により

通知された保安施設地区の予定地を含む。)

(10) 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正

化に関する法律（平成１４年法律第８８

号）第２８条第１項の規定により指定され

た鳥獣保護区及び貴重な植物の生育地域又

は生息地域で市長が保護すべき必要がある

と認める区域

(11) 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正

化に関する法律（平成１４年法律第８８

号）第２８条第１項の規定により指定され

た鳥獣保護区及び貴重な植物の生育地域又

は生息地域で市長が保護すべき必要がある

と認める区域

(12) 都市緑地法(昭和４８年法律第７２号)

第１２条第１項の規定により定められた特

別緑地保全地区

(11) 大阪府自然環境保全条例（昭和４８年

大阪府条例第２号）第１１条第１項に規定

する大阪府自然環境保全地域

(13) 大阪府自然環境保全条例（昭和４８年

大阪府条例第２号）第１１条第１項に規定

する大阪府自然環境保全地域

(12) その他市長が必要と認める区域 (14) その他市長が必要と認める区域

堺市都市計画法に基づく市街化調整区域内における開発行為等の許可に関する条例施行規則
（平成１４年規則第５１号）新旧対照表

改正前 改正後



開発許可制度運用指針【抜粋】

• Ⅰ－６－１１ 第１２号関係

• （１）開発審査会の審査基準のうち定型的なものは原
則条例化することが可能であり、実務の積み重ねがあ
るものは条例化の対象となるものと考えられる。



都市計画法第３４条第１4号及び同法施行令第３６条第１項第３号ホに関する判断基準
【第5（抜粋）】 新旧対照表

改正前 改正後

（制限）
第５ 前２条の規定にかかわらず、予定地は原則として次

の各号の定める区域を含んではならない。
（１） 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２条

第１号に規定する自然公園の区域
（２） 近畿圏の保全区域の整備に関する法律（昭和４２

年法律第１０３号）第５条第１項の規定により指定さ
れた近郊緑地保全区域

（３） 大阪府自然環境保全条例に基づき指定を受けた自
然環境保全地域等

（４） 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法
律第５８号）第８条第２項第１号に規定する農用地区
域

（５） 地すべり等防止法（昭和３２年法律第３０号）、
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和
４４年法律第５７号）、建築基準法（昭和２５年法律
第２０１号）、河川法（昭和３９年法律第１６７号）
等によって指定を受けた災害防止上保全すべき区域

（６） 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する
法律(平成２６年法律 第４６号)第２８条第1項の規
定により指定された「鳥獣保護区」及び貴重な植物の
生育地域又は生息地域で市長が保護すべき 必要があ
ると認める区域

（7） 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第２
条第１項に規定する文化財包蔵地等で保全を必要とす
る区域

（８） その他知事又は市長が必要と認める区域

（制限）
第５ 予定地は原則として次の各号の定める区域を含んではな

らない。ただし、開発区域及びその周辺の地域（法第４
３条第１項の許可にあっては、当該許可に係る建築物又
は第一種特定工作物及びその周辺の地域）の状況等によ
り支障がないと認められる区域を除く。

（１） 建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第三十九
条第一項の災害危険区域

（２） 地すべり等防止法（昭和三十三年法律第三十号）第三
条第一項の地すべり防止区域

（３） 急傾斜地崩壊危険区域
（４） 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進

に関する法律（平成十二年法律第五十七号）第七条第一
項の土砂災害警戒区域

（５） 特定都市河川浸水被害対策法（平成十五年法律第七十
七号）第五十六条第一項の浸水被害防止区域

（６） 水防法（昭和二十四年法律第百九十三号）第十五条第
一項第四号の浸水想定区域のうち、土地利用の動向、浸
水した場合に想定される水深その他の国土交通省令で定
める事項を勘案して、洪水、雨水出水（同法第二条第一
項の雨水出水をいう。）又は高潮が発生した場合には建
築物が損壊し、又は浸水し、住民その他の者の生命又は
身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる土
地の区域

（７） 法第９条第２２項の風致地区

（８） 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第

５８号）第８条第２項第１号に規定する農用地区域

（９） 農業振興地域の整備に関する法律第８条第２項第４号、

第４号の２若しくは第６号に規定する施設又は同項第５

号に掲げる事項のための施設の用に供される土地の区域



都市計画法第３４条第１4号及び同法施行令第３６条第１項第３号ホに関する判断基準
【第5（抜粋）】 新旧対照表

改正前 改正後

（10） 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４条第６

項第１号ロに規定する良好な営農条件を備えている農

地として政令で定めるもの

（11） 砂防法（明治３０年法律第２９号）第２条の規定

により指定された砂防指定地

（12） 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第５４条第

１項に規定する河川保全区域

（13） 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第９

３条第１項に規定する周知の埋蔵文化財包蔵地等で保

全を必要とする区域

（14） 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２条

第１号に規定する自然公園の区域

（15） 近畿圏の保全区域の整備に関する法律（昭和４２

年法律第１０３号）第５条第１項の規定により指定さ

れた近郊緑地保全区域

（16） 森林法(昭和２６年法律第２４９号)第２５条第１

項又は第２５条の２第１項の規定により指定された保

安林(同法第２９条の規定により通知された保安林予定

森林を含む。)の区域及び同法第４１条第１項の規定に

より指定された保安施設地区(同法第４４条において準

用する同法第２９条の規定により通知された保安施設

地区の予定地を含む。)



都市計画法第３４条第１4号及び同法施行令第３６条第１項第３号ホに関する判断基準
【第5（抜粋）】 新旧対照表

改正前 改正後

（17） 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する

法律（平成１４年法律第８８号）第２８条第１項の規

定により指定された鳥獣保護区及び貴重な植物の生育

地域又は生息地域で市長が保護すべき必要があると認

める区域

（18） 都市緑地法(昭和４８年法律第７２号)第１２条第
１項の規定により定められた特別緑地保全地区

（19） 大阪府自然環境保全条例（昭和４８年大阪府条例

第２号）第１１条第１項に規定する大阪府自然環境保

全地域

（20） その他市長が必要と認める区域



第４－１０号 堺市南区美木多上（市街化調整区域）における
一戸建ての住宅の建築許可について（包括議決基準１５該当）

第４－１１号 堺市北区南花田町（市街化調整区域）における
一戸建ての住宅の建築許可について（包括議決基準１５該当）

第４－１２号 堺市南区檜尾（市街化調整区域）における
一戸建ての住宅の建築許可について（包括議決基準１５該当）

第４－１３号 堺市南区大庭寺（市街化調整区域）における
一戸建ての住宅の開発許可について（包括議決基準１５該当）

第４－１４号 堺市南区岩室（市街化調整区域）における
一戸建ての住宅の建築許可について（包括議決基準１５該当）

第４－１５号 堺市東区菩提町（市街化調整区域）における
一戸建ての住宅の建築許可について（包括議決基準１５該当）

第４－１６号 堺市西区菱木（市街化調整区域）における
一戸建ての住宅の建築許可について（包括議決基準１５該当）

第４－１７号 堺市東区菩提町（市街化調整区域）における
一戸建ての住宅の建築許可について（包括議決基準１５該当）

報
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案
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